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「水産養殖業」の倒産・休廃業解散動向（2025 年 1-8 月） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  

「水産養殖業者」の倒産・休廃業解散動向（2025 年 1-8 月） 

 

2025 年 3 月の発表は  

2025 年 2 月 28 日（金）午前 9 時  
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2025 年 1-8 月に発生した水産養殖業者の倒産は 7 件、休廃業・解散は 20 件で、計 27 件

が市場から退出した。既に前年通年の 19 件を大幅に上回り、過去 10 年で最多となる可能性

がある。気候変動による海水温の上昇と、それに伴う稚魚の死滅率上昇、資料価格の高騰など

が影響し、2024 年度に業績が悪化となった水産養殖業者の割合は 6 割を超えた。 

 

株式会社帝国データバンクは、「水産養殖業者」における倒産・休廃業解散の発生状況について調査・分析を行った。  

集計期間：2000 年 1 月 1 日～2025 年 8 月 31 日まで  

集計対象：負債 1000 万円以上・法的整理による倒産。なお、休廃業・解散とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取らずに

企業活動が停止した状態を確認（休廃業）、もしくは商業登記等で解散（「みなし解散」を除く）を確認した企業  

 

  

SUMMARY 
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養殖業者の 6 割超が「業績悪化」 

餌代値上げ、水温上昇で経営岐路に 

 

「養殖業」が苦境、 
倒産・廃業は前年比 1.5 倍 
過去 10 年で最多ペース 
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「水産養殖業」の倒産・休廃業解散動向（2025 年 1-8 月） 

「養殖業」が苦境、倒産・廃業が過去 10 年で最多ペース 

 日本の水産業で近年注目されてきた「水産養殖業」が岐路に立たされている。2025 年 1-8 月に発生し

た、サケやブリなどの魚類や貝類、ウナギなどの内水面養殖を含めた養殖業者の倒産（負債 1000 万円以

上、法的整理）は 7 件、休廃業・解散（以下「廃業」）は 20 件発生し、計 27 件が市場から退出した。既に前

年通年の件数（19 件）を大幅に上回り、通年では過去 10 年で最多となる可能性がある。 

 養殖業では気候変動による海水温の上昇、魚介類の需要増による漁獲量の増加で天然資源が枯渇する

といった問題を背景に、大手水産会社などが相次いで参入してきた。また、近時は陸上養殖などの技術革新

で水産業以外の事業者でも参入のハードルが低くなり、2017 年には年間で 39 社の養殖業者が新設され

るなど活況が続いた。 

 他方で、養殖業では水温や気温、台風被害などの気候変動に加え、輸入飼料などの価格、出荷時の魚価

によって経営が左右されやすい。近時は、コロナ禍における飲食店向け需要の急減で収益が悪化したことに

加え、円安による飼料価格の高騰、海水温の上昇による稚魚の死滅率上昇といった影響が大きく、業績が

悪化した事業者が多かった。過去の設備投資に伴う借入金の返済負担などで資金繰りが圧迫された結果、

事業継続を断念せざるを得ない養殖業者が増加した。 

 養殖業者における 2024 年度の業績動向をみると、前年度から利益を減らした「減益」企業の割合は

29.5％となり、コロナ禍以降では最も高い水準となったほか、「赤字」企業の割合は 34.1％と、3 年ぶりに

3 割を超えた。この結果、「減益」と「赤字」を合わせた「業績悪化」の割合は 63.6％に達し、前年度

（49.6％）から 14pt 上昇するなど、養殖業者の業況悪化ぶりが顕著だった。魚種によっては餌代が養殖コ

ストの 7 割以上を占めるなか、配合飼料の原料となる輸入魚粉の価格が 3 年間で 6 割高となるなど高騰

し、収益を大きく圧迫した。また、赤潮の発生や海水温の急上昇による育成不良のほか、高級魚の養殖マダ

イなどでは輸出先の中国などで水産物の輸入制限措置が取られ、国内でも物価高を背景とした値上げ難が

重なって魚価が低迷した。近年注目される陸上養殖でも、電気料金の高騰といった課題に直面し、減益や

赤字となったケースが目立った。 

 サンマやイカ、サバなど様々な魚種で不漁となるなか、持続的な水産業として養事業への期待は高まって

いる。足元ではふるさと納税や通信販売などの取り組み強化で単価アップを図る事業者も出ているものの、

養殖業の生命線となる飼料の安定供給や、変化する自然環境への対応といった課題解決が求められる。 

「養殖業」の倒産・休廃業解散動向と背景  

 

 

「養殖業」の倒産・休廃業解散件数 推移 「養殖業」の損益動向  
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[注] 「倒産」：負債1000万円以上の法的整理

「前期並み」

「赤字」

[出典] 財務省「貿易統計」、帝国データバンク「COSMOS2」
[注] 損益動向は当期純利益に基づく。2024年度は7月までの判明分
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